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三交ホールディングス（以下，三交HD）」として設立されたものである（「三重交通，不動産子会社と，持















































　次に同社の業績推移は図 2 の通りである。図 2 にある通り，売上は，おおよそ1,000 ～ 1,100億円の範
囲である。経常利益については，2000年 3 月期及び2009年 3 月期に大きく減少しているものの，2004年
3 月期には，2000年 3 月期の約7,900万円の経常損失から約39億円の経常利益を計上している。また，
2010年 3 月期には，2009年 3 月期の経常利益額，約 1 億3,200万円から約25億1,600万円と大幅にその
数値を伸ばしている。さらに，純利益については，2000年 3 月期，2001年 3 月期，2006年 3 月期に損失
























注 1）2000年 3 月期～ 2003年 3 月期の間は，セグメント情報見直しの影響で，上記に加えて「その他の事業」があるが，総
売上に占める割合が極めて小さいため捨象した。
注 2）2011年 3 月期～ 2012年 3 月期の間は，セグメント情報の見直しの影響で，同社のセグメントは「運輸業，不動産業，
石油製品販売業，生活用品販売業，レジャー・サービス業」の 5 つに再編された。その後，2013年 3 月期以降は再び
「運輸業，不動産業，流通業，レジャー・サービス業」の 4 つに再々編されている。本稿においては，2011年 3 月期～
2012年 3 月期については，石油製品販売業，生活用品販売業の合算を流通業として算出しグラフ化している。









こで，より詳細なセグメントごとの業績を検討する（図 3 及び図 4 を参照）。図 3 を見ると，同社グルー





注 1）2000年 3 月期～ 2003年 3 月期の間は，セグメント情報見直しの影響で，上記に加えて「その他の事業」があるが，総
売上に占める割合が極めて小さいため捨象した。
注 2）2011年 3 月期～ 2012年 3 月期の間は，セグメント情報の見直しの影響で，同社のセグメントは「運輸業，不動産業，
石油製品販売業，生活用品販売業，レジャー・サービス業」の 5 つに再編された。その後，2013年 3 月期以降は再び
「運輸業，不動産業，流通業，レジャー・サービス業」の 4 つに再々編されている。本稿においては，2011年 3 月期～
2012年 3 月期については，石油製品販売業，生活用品販売業の合算を流通業として算出しグラフ化している。



















































































































　なお，2019年 6 月現在，経営会議は，経営会議とグループ会議の 2 つに機能分化している（三重交通
GHD（2019）「4【コーポレート・ガバナンスの状況等】」より）。現在の経営会議は原則月 1 回開催され，
代表取締役，常勤取締役，常勤監査役という極めて限られたメンバー構成で開催され，経営戦略上の重

















































売上高 1,300億円 1,140億円 1,186億円 1,067億円
営業利益 65億円 46億円 60億円 44億円
当期純利益 20億円 15億円 20億円 14億円
有利子負債
（注 1）
800億円未満 920億円未満 1,063億円 783億円
D/Eレシオ
（注 2）
4 倍未満 公式発表なし 5.9倍 3.4倍
1 株当たり配当 5 円 公式発表なし 3 円 4 円
配当性向 25％ 公式発表なし 11.7％ 26.1％
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